
津波被害からの復興まちづくりガイダンスの策定経緯について

平成26年度から27年度にかけ「東日本大震災による津波被害からの復興まちづくり検証委員会」
において東日本大震災による津波被害からの復興まちづくりを検証し、その教訓を地方公共団体
向けのガイダンスとしてとりまとめた。（全７回開催）

第６回委員会（12月14日）

第５回委員会（9月25日）

第７回委員会（2月23日）

平成27年度

＜委員＞
市古 太郎 首都大学東京大学院都市環境科学研究科准教授
姥浦 道生 東北大学大学院工学研究科准教授
加藤 孝明 東京大学生産技術研究所准教授

◎岸井 隆幸 日本大学理工学部土木工学科教授【座長】
高見 公雄 法政大学デザイン工学部都市環境デザイン工学科教授
中山 久憲 神戸学院大学現代社会学部社会防災学科教授
羽藤 英二 東京大学大学院工学研究科教授

和村 一彦（田村 荘弥） 岩手県県土整備部都市計画課まちづくり課長
茂泉 博史 宮城県土木部復興まちづくり推進室長
諏江 勇（木村 勝美） 福島県土木部都市総室まちづくり推進課長
高峯 聡一郎 宮古市都市整備部長
我妻 賢一 女川町復興推進課長
根本 英典（高木 桂一） いわき市都市建設部都市復興推進課長
佐分 英治 独立行政法人都市再生機構 震災復興支援室長
（茂木 貴志） 独立行政法人都市再生機構 東日本都市再生本部 副本部長
望月 明彦 東京地下鉄株式会社取締役（元国土交通省都市局技術審議官）

第２回委員会（12月10日）

第１回委員会（10月6日）

第３回委員会（2月3日）

平成26年度

第４回委員会（3月4日）

検討目的・検討方針の確認

学識経験者・コンサルタント
アンケート調査を実施

学識経験者・コンサルタント
アンケート結果の報告

事務局において地方公共団体
ヒアリング調査案を作成

第２回委員会における議論の続き
ヒアリング調査の検討

宮古市、宮城県、女川町、いわき市への
ヒアリングを実施

ヒアリング調査結果の報告

復興まちづくりの事業の段階別の取組事項の確認
ガイダンス記載項目（案）の検討

ヒアリング調査結果の報告
ガイダンス（素案）の審議

ガイダンス（案）の審議

南海トラフ地震津波被災想定自治体へのヒアリングを実施
（徳島県、美波町、高知県、高知市）

追加事例調査の実施
ガイダンス（素案）に対する自治体意見照会

※（ ）内はH26年度委員


